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表紙

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第15条第２項の規定に基づき、書面
交付請求をされた株主さまに対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）
への記載を省略しております。

株主各位

第34回定時株主総会資料
（電子提供措置事項のうち書面交付請求に基づく交付書面に記載しない事項）

（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

株式会社M S － J a p a n
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況
・連結子会社の数 ２社
・連結子会社の名称 MS・HAYATE１号投資事業有限責任組合

FourQuarters Recruitment Pty.Ltd.
　FourQuarters Recruitment Pty.Ltd.については、当連結会計年度に株式の取得を行い連結子会社と
したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

⑵　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちMS・HAYATE１号投資事業有限責任組合の決算日は、連結決算日と一致しておりま
す。
　FourQuarters Recruitment Pty.Ltd.の決算日は６月30日であり、当社の連結決算日と異なるため、連結
計算書類の作成にあたっては、当連結会計年度末の３ヶ月前である12月31日で実施した仮決算に基づく計
算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な修正
を行っております。また、みなし取得日を2023年12月31日としております。それらの結果、貸借対照表の
みを連結しております。

⑶　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
・その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
なお、投資事業組合への出資については、組合契約に規定される決
算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額
を純額で取り込む方法によっております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。
建物 ３年～47年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ２年～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 主に社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

ハ．リース資産
・IFRS16号に基づく使用権資産

　国際財務報告基準を適用している子会社は、国際財務報告基準第16号「リース」（以下、「IFRS
第16号」）を適用しております。これにより、リースの借手については、原則としてすべてのリース
を貸借対照表に資産及び負債として計上しており、資産計上されたリース資産の減価償却方法は定額
法によっております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘
案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年
度に負担すべき額を計上しております。
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④　収益及び費用の計上基準
　顧客との契約から生じる収益に関する人材紹介事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充
足する通常の時点は以下の通りです。

・人材紹介 顧客である求人企業に対して、求職者の紹介を行っており、求職者が
求人企業に入社した時点で収益を認識しております。なお、顧客から
受け取った又は受け取る対価のうち、将来返金されると見込まれる収
益の額として、売上高に返金実績率を乗じた額を、返金負債に計上し
ております。

・メディア 主として自社メディアやイベントを通じて獲得した申込情報を顧客企
業に提供しており、その提供時点で収益を認識しております。なお、
サービス提供前に顧客から対価を受け取った場合には契約負債を認識
しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。
　なお、在外連結子会社の資産及び負債は、仮決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用
は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上して
おります。

⑥　のれんの償却期間方法及び償却年数
　のれんの償却については、その効果の及ぶ期間にわたって規則的に償却しております。
　なお、FourQuarters Recruitment Pty.Ltd.の償却期間については算定中であります。
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２．会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）

⑴　投資有価証券
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

イ．投資有価証券のうち、非上場株式 207,084千円
ロ．投資有価証券評価損 148,511千円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
⑴で識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

・⑴に記載した金額の算出方法
イ．投資有価証券

　市場価格のない株式等は、金融商品会計に関する実務指針92項及び285項に従い、移動平均法
による原価法を採用し、取得原価をもって貸借対照表価額としております。また、投資先の財政
状態が悪化し、株式の実質価額が著しく下落した場合には、取得価額を実質価額まで減額してお
ります。

ロ．投資有価証券評価損
　超過収益力が認められなくなった銘柄について、投資先の純資産持分相当額まで減額した結
果、取得価額との差額としております。

・重要な見積項目とした根拠
　投資先の超過収益力を反映して高い価額で取得している株式については、取得時に把握した超過
収益力が引き続き存在する場合に、投資先の純資産持分相当額に超過収益力を加味して株式の実質
価額を算定しております。
　取得時に把握した超過収益力が決算日に存続しているか否かを評価する際には、取得時の投資先
の事業計画の進捗状況、事業計画の基礎となる指標の状況及び将来の業績に関する見通し等を総合
的に勘案して検討しております。
　超過収益力の毀損の有無の評価には判断が含まれるため、重要な見積項目としております。

・連結計算書類に与える影響
　取得時に期待した超過収益力が毀損した銘柄が生じた場合には、決算日までに入手し得る直近の
決算書を使用した実質価額まで減額する必要があり、翌連結会計年度に影響する可能性がありま
す。
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　　有形固定資産の減価償却累計額 207,038千円

普通株式 24,996,600株

普通株式 520株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2023年 6  月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 1,224,809 49 2023年 3 月31日 2023年 6 月28日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年6月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 1,399,780 56 2024年３月31日 2024年６月26日

普通株式 1,600株

３．連結貸借対照表に関する注記

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵　当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

⑷　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的
となる株式の種類及び数
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５．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、保有する金融資産のうち、一般的な余資につきましては主に流動性の高い金融資産で
運用することにより金融資産の活用と保全の両立を図っております。また、デリバティブ取引等のリスク
を伴う投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。
　有価証券及び投資有価証券は、信用リスク及び市場価格の変動リスク並びに為替変動リスクに晒されて
おります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）
　営業債権については、当社の事業の性質上、件数及び金額共に特定の取引先に集中することはなく、ま
た支払期日についても月末締め翌月末精算を基本としており、可能な限り短期間で回収することでリスク
を低減しております。その上で、販売管理規程に従い、経営管理本部が各取引先の状況を定期的にモニタ
リングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把
握や軽減を図っております。また、与信管理規程に従い各取引先の返済能力に応じた信用取引を行うこと
でリスクの軽減を図っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価を把握し、保有状況を見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　経営管理本部が資金計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理
しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時価 差額
有価証券及び投資有価証券
　その他有価証券 1,428,975千円 1,428,975千円 －千円

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 105,078 － － 105,078

その他 － 1,303,897 20,000 1,323,897

資産計 105,078 1,303,897 20,000 1,428,975

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額207,084千円）は、「その他有価証券」には含めて
おりません。
　現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略
しております。また投資事業組合出資（連結貸借対照表計上額932,372千円）について注記を行っておりませ
ん。

⑶　金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル 1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その
時価をレベル1の時価に分類しております。
　投資信託は、金融機関等の第三者が公表する基準価額等をもって時価としており、その時価をレベル
２の時価に分類しております。
　非上場株式の新株予約権は、直近ファイナンス価格等の取引価格等に基づき時価を算定しており、そ
の時価をレベル３の時価に分類しております。
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当連結会計年度
人材紹介 4,146,869千円
メディア 329,703
DRM 98,126
顧客との契約から生じる収益 4,574,698
その他の収益 －
外部顧客への売上高 4,574,698

６．収益認識に関する注記

⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
なお、その他の顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は以下のとおりであります。
・　人材紹介

　取引の対価は、求職者が求人企業に入社した日から概ね2ヵ月以内に受領しており、当該顧客との契約
に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

・　メディア
　取引の対価は、申込情報を顧客に提供した時点から概ね1ヵ月以内に受領しており、当該顧客との契約
に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約負債は、主にメディア売上高において、履行義務の充足前に顧客から受け取った前受金であり、収益
の認識に伴い取り崩されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含ま
れていた額は、4,572千円であります。
　なお、当社グループでは、主に当初に予定される顧客との契約期間が1年以内であるため、残存履行義務
に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間の記載を省略しております。
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７．企業結合に関する注記

(1)　企業の概要
①　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：FourQuarters Recruitment Pty.Ltd.
事業の内容：財務・会計、銀行・金融サービス、テクノロジー及び人事・ビジネスサポートに特化した人
材紹介事業・派遣事業

②　企業結合を行った主な理由
　当社は、企業の管理部門及び経営管理領域の士業の方々に向けて、転職支援・採用支援として「MS 
Career」「MS Agent」「MS Jobs」、情報収集として「Manegy（マネジー）」、また管理部門領域の
関連サービスのマーケティング支援として「Manegy toB」を展開し、一貫して管理部門及び士業ドメイ
ンにおいて事業を行っております。
　現在、当社では中長期的な企業価値向上の実現に向け、既存事業のさらなる成長のほか、当社の強みを
活かした新規事業の創出に積極的に取り組んでおります。
　2010年に設立されたFourQuarters Recruitment Pty.Ltd.は、オーストラリアにおいて財務・会計、銀
行・金融サービス、テクノロジー及び人事・ビジネスサポートに特化した人材紹介事業・派遣事業を展開
しており、オーストラリア国内で豊富な取引実績があります。
　本件株式取得によって、当社は、FourQuarters Recruitment Pty.Ltd.が持つオーストラリアにおける
規模・実績ともに強固な事業基盤を生かした事業展開が可能となり、当社にて培ったマッチングに関する
ノウハウや管理部門及び士業ドメインにおいて蓄積したデータの活用等により更なる事業の拡大を実現で
きるものと考えております。
　以上の理由から、持続的な事業成長に資すると判断した結果、株式譲渡契約の締結について合意するに
至りました。

③　企業結合日
2024年２月16日（みなし取得日2023年12月31日）

④　企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称
変更はありません。

⑥　取得する議決権比率
75.0％
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⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得するためであります。

⑵　連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
　被取得企業の決算日は６月30日であり、当社の連結決算日と異なるため、当連結会計年度末の３ヶ月前で
ある12月31日で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。また、みなし取得日を2023年12月
31日としております。それらの結果、当連結会計年度においては貸借対照表のみを連結しているため、連結
損益計算書に被取得企業の業績は含まれていません。

⑶　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 3,336,767千円
取得原価 3,336,767千円

⑷　主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等 180,992千円

⑸　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①　発生したのれんの金額
3,062,896千円
　なお、上記の金額は、企業結合日以後、決算日までの期間が短く、企業結合日における識別可能な資産及
び負債の特定ならびに時価の算定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可
能な合理的情報に基づき暫定的に算定された金額であります。

②　発生原因
主として今後の事業展開によって期待される超過収益力です。

③　償却方法及び償却期間
効果の発現する期間にわたって均等償却いたします。なお、償却期間については算定中であります。
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流動資産 596,517千円
固定資産 124,264千円
資産合計 720,781千円
流動負債 350,772千円
固定負債 56,783千円
負債合計 407,555千円

⑴　１株当たり純資産額 409円61銭
⑵　１株当たり当期純利益 45円40銭
⑶　潜在株式調整後１株当たり当期純利益 45円40銭

親会社株主に帰属する当期純利益 1,134,814千円
普通株主に帰属しない金額 －
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,134,814千円
普通株式の期中平均株式数 24,996,088株

普通株式増加数 1,387株

⑹　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債額並びにその主な内訳

⑺　企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度末の連結損益計算書に
及ぼす影響の概算額及びその算定方法

　当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

－ 11 －



2024/05/27 14:01:56 / 23068622_株式会社ＭＳ－Ｊａｐａｎ_招集通知

連結注記表

９．重要な後発事象に関する注記
自己株式の取得

　当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定により読み替えて適用さ
れる同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しました。

⑴　自己株式の取得を行う理由
経営環境の変化に対応した機動的な自己株式の活用等の資本政策を遂行するため。

⑵　取得に係る事項の内容
①　取得対象株式の種類 当社普通株式
②　取得し得る株式の総数 150,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式除く）に対する割合0.60％）
③　株式の取得価額の総額 170,000,000円（上限）
④　取得期間 2024年５月14日から2024年５月31日まで
⑤　取得の方法 東京証券取引所における市場買付
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式 移動平均法による原価法

②　関係会社出資金 投資事業組合への出資については、組合契約に規定される決算報告日に
応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込
む方法によっております。

③　その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
なお、投資事業組合への出資については、組合契約に規定される決算報
告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ３年～47年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ３年～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 主に社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 従業員賞与の支払に備えるため、支払見込額に基づき計上しておりま
す。

⑷　収益及び費用の計上基準
　顧客との契約から生じる収益に関する人材紹介事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充
足する通常の時点は以下のとおりです。
・人材紹介 顧客である求人企業に対して、求職者の紹介を行っており、求職者が求

人企業に入社した時点で収益を認識しております。なお、顧客から受け
取った又は受け取る対価のうち、将来返金されると見込まれる収益の額
として、売上高に返金実績率を乗じた額を、返金負債に計上しておりま
す。

・メディア 主として自社メディアやイベントを通じて獲得した申込情報を顧客企業
に提供しており、その提供時点で収益を認識しております。なお、サー
ビス提供前に顧客から対価を受け取った場合には契約負債を認識してお
ります。
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イ．投資有価証券のうち、非上場株式 26,771千円
関係会社出資金の評価に反映される非上場株式 180,313千円

ロ．投資有価証券評価損 23,478千円
投資事業組合運用損益のうち、関係会社保有の非上場株式に係る評価損 123,795千円

２．会計上の見積りに関する注記
（重要な会計上の見積り）
⑴　投資有価証券
①　当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社出資金の評価に反映される非上場株式は、関係会社MS・HAYATE１号投資事業有限責
任組合が保有しております。

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
⑴で識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
・⑴に記載した金額の算出方法
イ．投資有価証券及び関係会社出資金
　市場価格のない株式等は、金融商品会計に関する実務指針92項及び285項に従い、移動平均法に
よる原価法を採用し、取得原価をもって貸借対照表価額としております。また、投資先の財政状態
が悪化し、株式の実質価額が著しく下落した場合には、取得価額を実質価額まで減額しておりま
す。非上場株式のうち、MS・HAYATE１号投資事業有限責任組合保有分は、持分相当額を純額で
取り込む会計処理を通じて関係会社出資金の評価に反映されております。

ロ．投資有価証券評価損及び投資事業組合運用損益
　超過収益力が認められなくなった銘柄について、投資先の純資産持分相当額まで減額した結果、
取得価額との差額としております。

・重要な見積項目とした根拠
　投資先の超過収益力を反映して高い価額で取得している株式については、取得時に把握した超過
収益力が引き続き存在する場合に、投資先の純資産持分相当額に超過収益力を加味して株式の実質
価額を算定しております。
　取得時に把握した超過収益力が決算日に存続しているか否かを評価する際には、取得時の投資先
の事業計画の進捗状況、事業計画の基礎となる指標の状況及び将来の業績に関する見通し等を総合
的に勘案して検討しております。
　超過収益力の毀損の有無の評価には判断が含まれるため、重要な見積項目としております。
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　有形固定資産の減価償却累計額 110,897千円

普通株式 520株

繰延税金資産
賞与引当金 31,365千円
未払事業税等 18,183千円
返金負債 1,321千円
資産除去債務 19,874千円
減価償却超過額 12,140千円
投資有価証券評価損 13,312千円
投資事業組合運用損 120,191千円
その他 2,705千円
繰延税金資産合計 219,093千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 95,397千円
繰延税金負債合計 95,397千円
繰延税金資産の純額 123,696千円

・計算書類に与える影響
　取得時に期待した超過収益力が毀損した銘柄が生じた場合には、決算日までに入手し得る直近の
決算書を使用した実質価額まで減額する必要があり、翌事業年度に影響する可能性があります。

３．貸借対照表に関する注記

４．株主資本等変動計算書に関する注記
　当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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⑴　１株当たり純資産額 418円41銭
⑵　１株当たり当期純利益 52円64銭
⑶　潜在株式調整後１株当たり当期純利益 52円63銭

当期純利益 1,315,736千円
普通株主に帰属しない金額 －
普通株式に係る当期純利益 1,315,736千円
普通株式の期中平均株式数 24,996,088株

普通株式増加数 1,387株

６．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「6．収益認識に関する注
記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

８．重要な後発事象に関する注記
　重要な後発事象は、連結注記表「９．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注
記を省略しております。
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